
(7) 職員の服務の状況

イ　職務専念義務の免除

　　職員には、地方公務員法第35条により、職務に専念する義務が課されている。

　○　研修を受ける場合

　○　職員が選挙権その他の公民としての権利を行使する場合

　○　他の自治体や学校から委嘱を受け、講演又は講義を行う場合

　○　国や他の自治体が主催する職務上の教養を目的とする講習会、講演会に参加する場合

ロ　営利企業従事の許可

　(ｲ) 許可の基準　

　　　次の全てを満たす場合は、職員の営利企業従事を許可することができる。

　　ａ　職務の遂行に支障を及ぼすおそれがないこと。

　　ｃ　当該営利企業への従事が地方公務員法の精神に反しないと認められること。

　(ﾛ) 現状

　　　営利企業従事が許可される場合の代表的な例として次のものがある。

　　○　部局長等が、第三セクターの非常勤取締役に無報酬で就任する場合

　　○　県立病院の医師が赤十字血液センターが行う献血の検診医の業務に従事する場合

　　○　職業訓練校の教官が各種技能検定試験の検定員の業務に従事する場合

　　「法律又は条例に特別の定がある場合」として、職務専念義務が免除される場合には、次のよう
　な場合がある。

　○　職員が任命権者から不利益処分を受けた場合において、人事委員会に対し地方公務員法第49条
　　の２に基づき不服申立て等をする場合

　　職員は、地方公務員法第38条により、営利企業の役員等の就任及び報酬を得て事業に従事するこ
　とについては許可を要し、原則として禁止されている。

　　ｂ　職員が勤務する機関又は職員が占めている職と、兼ねようとする地位又は従事しようとする
　　　事業若しくは事務との間に特別な利害関係がないこと及び当該利害関係が発生するおそれがな
　　　いこと。


